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要 旨

本稿ではわが国の県別消費データを用いて財政政策の非ケインジアン効果につ

いて検証する。非ケインジアン効果仮説によれば，個人消費の県別分布は国の

財政事情に問題がないときには各県の租税負担割合に左右されない一方，財政

状況の悪い時期には租税負担の高い県の個人消費が他県に比べ低くなるという

非線形性が観察されるはずである。 年度の県別データを用いて推計

した結果，財政悪化期に租税負担の高い県の消費が相対的に低下する傾向が統

計的に有意であることが確認された。この傾向は，地価の変動や雇用情勢の変

化など県別消費の分布に影響を及ぼす可能性のあるその他の要因をコントロー

ルしても変わらない。本稿の分析結果は，非ケインジアン効果が 年代後

半以降の消費低迷の一因である可能性を示唆している。

連絡先：一橋大学経済研究所（ ）。



はじめに

年代以降の個人消費低迷のひとつの特徴は都市

部を中心に落ち込みが激しいということである。図

と図 では，県別の消費動向をみるために，縦軸に消

費性向，横軸に実質可処分所得の水準をとり，各県の

データをプロットしている 。まず図 に示した

年度の分布をみると，可処分所得の高い県ほど消費性

向が高いという傾向がみられ，単回帰によれば両者の

相関は である。これに対して図 に示した

年度の相関は とマイナスの相関が強まってい

る。つまり，この 時点を比較する限り， 年度に

は高所得県と低所得県の間で消費水準の格差が拡大し

ている。 年代の消費低迷は都市圏で顕著で，これ

が日本全体の消費低迷の原因になっているという指摘

と整合的である。

本稿では，この つのグラフに現れている傾向がど

の程度頑健かをデータを用いて検証すると同時に，そ

うした傾向を生み出すメカニズムについて考察する。

都市と地方で 年代の消費の動向が異なる理由と

しては様々な事情が考えられる。例えば，地価バブル

崩壊の程度は地方よりは都市部で顕著であったことに

注目すれば，都市部の消費低迷は逆資産効果により説

明がつくかもしれない。あるいは雇用悪化や金融危機

の影響が都市部でより強く現れているということかも

しれない。これらの説明は，各県経済を襲ったショッ

クが異なるために各県の消費者の反応も異なるという

考え方に基づく。

これに対して，もうひとつの有力な仮説は， 年

代の財政悪化が消費者に将来の増税を予想させ消費姿

勢を慎重化させたというものである。高所得県ほど税

負担は高いはずであるから，この経路で消費が抑制さ

れる度合いも強くなると予想される。

ただし，この説明が成り立つにはいくつかの前提が

必要である。第 は地方財政と国の財政の区別である。

いま仮に，各県が独自に税収を上げそれを独自に支出

しており，国の歳入・歳出は無視できるほどに小さい，

米国のような状況を想定してみよう。この場合には将

来の税負担はその個人が属する県の財政事情に左右さ

れるはずであり，高所得県ほど消費抑制が著しいとい

う現象を直ちに説明することにはならない。これに対

して国の財政の規模が地方政府に比べて相対的に大き

い場合には，財政悪化（それが国レベルであれ地方レ

ベルであれ）の尻拭いの役割は最終的には国が負う，

消費性向，可処分所得ともに基準県（ここでは神奈川県）から
の乖離を示している。

つまり国税の増大により賄うことになる。その場合に

は高額所得県ほど財政悪化の尻拭いに伴う負担も大き

くなり，そうした県では消費も大きく抑制される。日

本の財政構造は後者に近く，その点では前提条件のひ

とつはクリアしている。

各県の消費者が国税の負担割合に応じて消費水準を

決めているというのが事実として，次に出てくる疑問

は，その効果は 年度も 年度も等しく働いて

いるはずであり， 年度だけ強く現れると考える理

由はどこにあるのかという点である。確かに，各消費

者の税負担と消費の間の関係が線形であれば図 と図

に現れている相関の違いを説明できない。この点を

考える上で重要なアイディアは，

により提唱された「財政政策の非ケインジアン

効果（ ）」である。このアイディ

アによれば，税負担の増大予想が消費を抑制する度合

いは線形ではなく，債務残高が極端に大きいなど財政

事情の悪化が顕著なときに強くなるという意味で非線

形である。このアイディアを信じるとすれば，財政事

情の悪化した 年にマイナスの相関が強まってい

ることを説明できる。

本稿では，この非ケインジアン効果のアイディアを

軸に 年度の県別消費パターンの変動をみて

いくこととする。具体的には，消費水準の県別パネル

データを用いて，各年における消費水準の県別分布が

各県の税負担額に依存する度合いを推計し，それが財

政事情の変化とともにどのように変化しているかを調

べる。

本稿の構成は以下のとおりである。第 節では非ケ

インジアン効果について説明した上で本稿の推計式を

導出する。第 節では使用するデータについて説明す

る。第 節と第 節では推計結果を報告する。第 節

でベースラインの結果を報告した後，第 節では，サ

ブサンプル推計で結果の頑健性をチェックするととも

に，地価バブル要因など代替的な仮説についても検討

を加える。第 節は本稿の結論である。

推計方法

財政政策の非ケインジアン効果

はデンマーク（ 年

年）とアイルランド（ 年 年）の財政再

建の帰結を調べ，両国では歳出カットにもかかわらず

個人消費が伸びており，しかもその伸びは金利や所得



など通常考えられる要因では説明できないことを示し

た。彼らは，この つの事例から，大規模な歳出削減を

行う場合には将来の税負担が軽減されるとの予想が生

じ消費が増加するとの仮説を提示した。これは歳出削

減は消費を抑制する方向に作用するはずというケイン

ジアン効果と正反対という意味で非ケインジアン効果

とよばれている。その後，彼らの指摘が他の国の財政

再建の事例でも当てはまるかどうかを確認するために

様々な実証研究が行われている。例えば，

は，上記 国に加え，ベルギー

，カナダ ，イタリア ，ポルトガ

ル ，スウェーデン の事例を調べ，

やはり消費の伸び率が財政再建前を有意に上回ること

を確認している。

これらの研究に共通する重要な視点は，財政再建な

どの財政ショックが消費者行動に与える影響がどのよ

うな要因・環境に左右されるかという点にある。例え

ば， は，財政再建の開始時点における公

的債務残高が極端に高水準，またはその伸び率が非常

に大きい場合に消費が伸び，逆に初期時点の債務残高

がさほど大きくない場合には財政再建により消費が落

ち込むという規則性を確認している。つまり，通常時

にはケインジアン的なメカニズムが働く一方，公的債

務残高が極端に大きい財政の非常時には非ケインジア

ン効果が強く働くということである。また，

は， 加盟 カ国の財政再

建の事例を調べた結果，財政再建後に消費が伸びると

いう現象は財政再建が大規模で長期に亘る場合に起こ

りやすいという規則性を確認している。

財政再建の初期時点での債務残高の大小や財政再建

の規模によって効果が異なるということは，非ケインジ

アン効果に何らかの非線形性が存在することを意味し

ている。この非線形性についてはいくつかの理論仮説が

提示されている。例えば，

は，「公的債務残高が閾値を超えると政府は財政再建に

踏み切るが，閾値に至らない状況では真剣に再建に取

り組まない」と人々が予想すると考える。現在の債務

残高がそれほど高くない場合には，将来も閾値を超え

る確率が低いと人々が予想するため，そういう状況で

歳出を削減しても人々は将来の税負担が減少するとは

考えず，したがって消費は増えない。これに対して，現

在の債務残高の水準がかなり高く，近い将来，閾値を

越えると予想されている場合には，歳出をカットする

ことで人々が将来の税負担の減少を予想するので消費

が増えることになる 。

も閾値を重視する説明を提示している。

また， は，課税に伴う超過負担が存

在する状況を想定する。税の超過負担が存在する中で

歳出をカットすると，恒常所得によって消費水準を決

めている消費者は， 将来の税負担が軽減されるこ

と， それに伴って将来の超過負担も減ること，の

つの理由で消費を増やす。このうち の経路は線形

に作用する。これに対して の効果は，現時点での

債務残高が小さければ，将来における税の超過負担が

もともと小さいので，限界的に小さい一方，現時点の

債務残高が大きい場合にはその逆の理由で強く作用す

ることになり，非線形性が生じる。

推計式の導出

非線形性を検証するこれまでの研究では，財政ショッ

クに対する消費の反応をクロスカントリーデータを用

いて推計し，反応が債務残高などにどの程度依存するか

を調べるという手法が採られてきた（例えば

）。しかしこの方法は非線形性を説明する

上述の仮説を間接的に検証しているにすぎない。

例えば， の仮説が正し

いとする。また，現在の債務残高が高く，近い将来財

政再建が行われると人々が予想しているとする。この

状況の下で歳出カットをすると，多額の所得を稼いで

おり，歳出カットを行う前の段階で税負担が大きいと

予想していた消費者は確かに消費を増やすであろう。

しかし課税最低限をはるかに下回る所得しかない消費

者にとってみれば歳出カットを行うか否かにかかわら

ず税負担はゼロであるから消費を増やす理由はない。

つまり， の仮説は同じ歳出

カットでも消費者によって反応が異なるという含意を

もっている。この違いがデータに現れているかどうか

をみることにより，仮説をより直接的に検証できる。

同様のことは などその他の仮説につい

ても当てはまる。

本稿では，県別の消費データを用いることにより，

財政ショックに対する個人消費の反応が県別の税負担

の差に応じてどのように変わるか，そしてそれは非ケ

インジアン効果仮説と整合的かどうかを検証する。具

体的には，消費の県別分布について次のモデルを想定

によれば，国の債務残高がある一定額を超えるとデフォ
ルトが発生し，それに伴って金融セクターに大きなコストが発生す
る。したがって，閾値を超えると国民の負担が不連続的に増加する。
また， は，財政状況がもともと悪い状況で減税
を行うと，将来世代が負うはずの税負担が現在世代に降りかかって
くるとの予想が生まれるため，消費は減少すると指摘している。



する。

ここで， は 県の 期における県民 人当り消費水

準（実質値）， は県民 人当り可処分所得（実質値）

である。また は 県において国・地方合わせた一般

政府が行う支出（実質値）を県民 人当りに換算した

ものである。 は 期以降の国税の徴税額（国民 人

当り平均，実質値） の流列の割引現在価値であり，

で定義される（ は割引因子を表す）。 は平均的な

国民 人当りの予想負担額であり， はそれを第 県

の平均的な県民 人当りに置き換えるための係数であ

る。添え字の は予想値であることを表す。 の詳細

については後述する。最後に は税引き前労働所得

の割引現在価値に関する予想値であり，いわゆる恒常

所得である。

式によれば，消費の県別分布は右辺第 項のケイ

ンジアン効果と右辺第 項の非ケインジアン効果の両

方の影響を受ける。政府債務が大量に累積し，税負担

が将来増加するとの予想が強まっている状況では右辺

第 項の が増大する。 の増大に伴い消費が減少

するが， の高い県ほど消費の落ち込み幅が大きく，

消費の県別バラツキが大きくなる。しかもこの効果は

非線形であり， の水準に依存する。 が十分にゼ

ロに近ければこの効果は働かない。逆に が大きい

ときにはこの効果も強まる。つまり， 式の は

の関数であり

である。これは非ケインジアン効果の重要な性質であ

る。 式によれば財政支出の増加は政府債務の増加

を通じて を増加させ消費を抑制する方向に作用す

る。しかも，財政支出を増加させる前の政府債務の水

準が高ければ高いほど，この作用は強まる。政府債務

が既に高水準に達しているにもかかわらず敢えて財政

支出を増加させる場合には，この消費抑制効果がケイ

ンジアン効果を凌駕し，政府支出の増加が消費を減少

させる可能性がある。

式を従来の実証研究における定式化と比べると，

最も大きな違いは右辺第 項の存在である。クロスカ

ントリーデータを用いた従来の研究では右辺第 項を

無視していた。非線形性を調べるときにも が に

どう依存するかをみるのではなく， の係数 が財

政事情の変化とともにどのように変化するかをみてい

る。クロスカントリーのデータを使う限り， は第

番目の国全体の歳出， は 国全体の税負担であり，

両者は基本的に同じ動きをするはずなので，両者を区

別できない。したがって，クロスカントリーデータを

使う限り右辺第 項を無視せざるを得ない。しかし県

別データを用いる本稿の方法では 県における国・地

方の歳出を表す と国全体の税負担 は同じ動き

をする必然性はなく，両方の変数を区別できる。しか

も，非ケインジアン効果を説明する理論モデルによれ

ば， に依存して変化するパラメターは ではなく

である。県別データを用いる本稿の分析方法は理論

仮説に忠実に の変化を調べることができるという点

で従来の研究に比べ優れている。

式を推計する場合の問題は ， ， という

つの予想値が観察できないという点である。これは以

下のように対処する。まず については に依存し

ないことを利用する。 式をクロスセクション方向

に階差をとると

となり， を消去できる。ここで は

で定義され，基準県（第 県）からの乖離を表

す。他のハット付き変数も同様に定義される。

次に， については， 各県の代表的消費者の課

税ベース（担税能力）は相対的には 時点以降変わら

ない（つまり， 時点において全国平均の 割増の納

税を行っている消費者はそれ以降も同じ担税能力をも

つ）と人々が予想する， 分の増税を将来行う際

にはそのうちの一定割合 （ ）は課税ベー

ス（担税能力）に見合って行われ，残りの（ ）は

として課税されると人々が予想する ，

と仮定する。この つの仮定の下では次式が成立する。

ただし， は第 期における 県の代表的消費者の国

税納税額（ 人当り）を同じ期の全国平均国税納税額

（ 人当り）で割ったものである。

式を 式に代入すると

税率の引き上げと所得控除引下げという つの増税方法のうち
前者は担税能力に見合う増税，後者は均等型の増税である。



を得る。 式からわかるように， の係数は と

を掛け合わせたものである。したがって，理論予測ど

おり財政事情が悪いときに が正になったとしても，

であれば の係数はゼロである。 という

のは将来の課税が担税能力に関係なく行われると人々

が予想していることを意味する。その場合には 時点

での納税額と消費の関係は消えてしまう。

最後に については次の 通りの方法で処理する。

第 の方法では が時間に依存しないと仮定する。つ

まり，各県の恒常所得の相対的な関係は時間を通じて

一定である。この仮定の下では であるから，

県別の固定効果ダミーを入れることで対処できる。す

なわち，この仮定の下での推計式は

である。 は県別の固定効果ダミーである。

資本市場が完備していれば上記の仮定は妥当である。

しかし現実には各県の消費者はヘッジできないリスク

に晒されており，その結果， は時間とともに変化し

得る。 式の定式化が現実の動きをどの程度近似し

ているかを事前に評価するのは容易でない。そこで第

の方法では， が時間とともに変化する可能性を明

示的に考慮する。具体的には，

の方法に準拠して被説明変数を

の時間軸方向への階差である に変える。新しい

推計式は

である。ただし，誤差項 には， 期から 期にか

けての恒常所得の改訂額 が含まれていると考え

る。恒常所得の改訂幅は現在所得の変化幅 と密接

に関連しているはずであるから， と誤差項は相関

している。これに対処するために

や を操作変数として用いるという

のが の方

法である。

以下では， 式と 式を推計式として用いること

にする。

データ

支出・所得データ

県別の支出や所得に関するデータは内閣府経済社会

総合研究所「県民経済計算年報」を用いる。県民経済

計算は国民経済計算の考え方や仕組みを県レベにあて

はめ，県経済の規模や成長率，県民の所得水準などを

総合的・体系的に把握しようとするものである 。地域

経済の分析の際には頻繁に広く利用される資料のうち

のひとつであり，個人消費支出，一般政府の財政支出

については県民経済計算のデータを用いる。

一般政府の財政支出は政府最終消費支出と公的総固

定資本形成（一般政府）の和と定義する。この中には

地方政府が行った支出だけではなく中央政府（出先機

関も含め）が行った支出も含まれる 。ただし，県民経

済計算では用地取得費や扶助費といった移転的経費や

公債費，貸付金などの金融取引に関する支出は控除さ

れるため，県民経済計算ベースでの一般政府支出は決

算ベースでみた一般政府支出よりも額が小さくなる。

可処分所得は県によって推計が行われていないとい

うクロスセクション面での問題と県によっては十分な

期間を通じてデータを得ることができないという時系

列面での問題の つの問題が存在する。このため，可

処分所得については県民経済計算の個人所得と総務省

統計局「家計調査」における実収入（概念上，県民経

済計算の個人所得にほぼ対応）と可処分所得の つの

データを用いて新たに推計したものを用いる。

実際の推計では実質個人消費支出，実質可処分所得

（個人消費支出デフレータで実質化），一般政府の実質

財政支出を各県の人口で除した 人あたりデータを用

いる。対象となる県は 都道府県であり， 年度

から 年度までの年次データである。より詳細な

データの定義や出所については付録 で述べている。

また，可処分所得の具体的な推計方法は付録 で詳し

く扱っている。

租税負担比率

国税徴収額として使用するのは消費課税である

消費税，所得課税である 申告所得税と 源泉所

得税の 税である 。これらは国税庁「国税庁統計年

報書」より得られる。ただ負担比率を作成するにあた

国民経済計算は 年度（平成 年度）より に移行
しているが，県民経済計算は に基づいた推計が行われてい
る。なお， 年度（平成 年度）推計分より への移行
が予定されている。したがって，本稿の分析では と
の間での推計方法の違いによる影響はない。
ある県が一般政府部門の財政支出を推計する際には中央（出先
機関も含む）が当該県でどれだけの支出を行ったのかを知る必要が
ある。各県は毎年度「特別調査（県民経済計算推計に関する特別調
査）」を行って中央が行った支出額の把握に努めている。
付録 では国税徴収額としてこの 税を取り上げた理由につ
いての説明を行っている。



り，消費税と源泉所得税の つの税には取り扱いに注

意が必要である。たとえば，源泉所得税は勤め先の県

のデータとしてカウントされており，居住地の県の徴

収額ではないことである。消費税においても同様の現

象が起こっている。つまり，消費を行った県での徴収

額となっており，居住地の県の徴収額にはなっていな

い。もちろん統計資料の作成上，このような点に考慮

する必然性はまったくない。

しかし，本稿の分析目的に見合った負担比率を推計

する場合，次の点で非常に大きな過ちを引き起こす可

能性がある。それは東京や大阪のような近県から勤め

やレジャーなどで来る人々が非常に多い県では源泉所

得税や消費税は極度に集中するという点である。仮に

政府が何らかの理由で増税を行うときに負担比率の高

い県に多くの税負担を被ってもらおうと負担比率に沿っ

て増税額を振り向けた場合，東京や大阪に割り当てら

れる増税分のなかには本来近県が負担すべき税負担分

がかなり多く含まれているはずである。すなわち，近

県の負担が東京や大阪へ転嫁されている。東京や大阪

とその近県との間に大きなバイアスを生じさせている。

正確な負担比率を作成するには，東京や大阪で徴収

された税の帰属，言い換えれば，東京や大阪で徴収さ

れた国税のうちどのくらいの額が東京や大阪に居住し

ている人々から徴収されたもので，残りはどの県に居

住している人々が支払ったものなのかを正しくとらえ

ることが必要不可欠である。したがって，東京都や大

阪府に偏重しすぎている国税徴収額を付近の県へ按分

して修整することが重要な作業となる。負担比率の修

正・作成方法については付録 で詳しく述べている。

第 節以降はこの修正を施した負担比率を用いて推計

を行っている。

ベースライン推計

表 の定式化 から は を被説明変数とする

式を推計した結果を示している。定式化 から

は を被説明変数とする 式を推計した結果を示

している。

まず定式化 についてみると，説明変数は ，

と にダミー変数 または を乗じたもの

である。ダミー変数 と は財政事情の悪い時期

を表すものであり，具体的には は国債依存度が

％を超える年度に ，それ以外の年度はゼロをとる。サ

ンプル期間（ 年度）内では 年度

と 年度がこれに該当する。 は国債依存

度が ％であるにもかかわらず財政支出が対前年度比

で増加している年を表す。 年度，

年度， 年度の つの期間がこれに該当する。

非ケインジアン効果仮説によれば，財政事情が悪いと

きには消費の県別格差が拡大する，つまり ×ダミー

変数の係数がマイナスになるはずである。

定式化 では， と ×ダミー変数，さらに県別

固定効果を説明変数としている。 は説明変数に入れ

ていない。同時性の問題に対処するために， ， ，

のラグ値を操作変数として使用して で推計

している。推計結果をみると， に係るパラメターは

となっており，現在所得の増加 ％に対して消費

が ％増加するとの結果になっている。最も関心の

ある のパラメターをみると， であり，

非ケインジアン効果仮説と整合的である。推計された

パラメターは標準誤差を大きく上回っており，ゼロか

ら有意に離れている。

定式化 ではダミー変数を に変更して同じ推

計を行っている。ここでも ×ダミー変数に係るパ

ラメターはマイナスであり，有意にゼロと異なる。

定式化 と では説明変数に を追加して同じ

推計を行っている。ここで は一般政府ベースの歳出

であり，政府最終消費と公的固定資本形成の合計値で

ある。第 県で行われた財政支出は中央政府・地方政府

の区別なく，全て含まれる。推計結果をみると， に

係るパラメターは定式化 では ，定式化 では

であり，いずれも財政乗数が有意にプラスである

ことを示している。 ×ダミー変数に係るパラメター

は ， と比べるとマイナス幅が半分から に縮

まっているものの，引き続き有意にゼロと異なり，非

ケインジアン効果仮説を支持している。

次に定式化 についてみると， を被説明変

数とする推計では や のラグ値を操作変数として

用いている。ただし，被説明変数が階差であり， 期

の情報を反映している点を考慮して操作変数のラグは

期（ ）以上としている 。定式化 の推計結果を

みると， の係数は となっており， に比

べ半分以下に低下している一方 ，階差を用いているた

は操作変数とし
て消費や所得の階差のラグ値を用いている。本稿の推計は消費や所
得の水準のラグ値を用いており，この点が異なる。しかし本稿で推
計に用いている全ての変数は基準県からの乖離率として定義されて
おり，定常性の問題は発生しない。なお， や を操作変数
とする推計も行ったが，推計精度が低下する点を除けば概ね表 の
と同じ結果が得られた。
可処分所得に係るパラメターは流動性制約に直面している消費
者の割合を示すと解釈できる。 は日本全
体の時系列データを用いて消費関数を推計し，流動性制約に直面し
ている消費者の割合は 割との結果を得ている。定式化 の



めに推計精度は低下し標準誤差は大きくなっている。

しかしそれでもなお，推計値は有意にゼロと異なって

いる。また， ×ダミー変数に係るパラメターはマイ

ナスで，有意にゼロと異なっている。この傾向は定式

化 でも変わらない。しかし， を説明変数に加え

た と では， ×ダミー変数に係るパラメターの

符合は引き続きマイナスであるものの，マイナス幅は

縮小しているため，有意にゼロと異ならなくなってい

る。なお， の係数は ， ともに であり，

， と同じ水準になっている。

図 は に係るパラメターの変化を各年別にみる

ため， ×各年ダミーを説明変数として推計した結

果を示している。被説明変数は であり，その他の

説明変数は と である。操作変数は ， ，

については表 の ， と同じラグ値を用いている。

しかし ×各年ダミーは外生変数として扱っており，

表 とは扱いが異なる。図 は ×各年ダミーに係

るパラメターの推計値と信頼区間（推計値± ）を示

している。係数の時系列的な動きをみると， 年代

後半から 年代前半の時期が最初の底で，その後

年代後半は上昇するが， 年代に入ると再び低下して

いる。 年にはサンプル期間中最も低い値となって

いる。 年代後半から 年代前半にかけての時期と

年代は財政状況が顕著に悪化した時期であり，こう

した時期に にかかるパラメターが上昇するのは非

ケインジアン効果仮説と整合的である。ただし に

係るパラメターの推計値は 年以降再び上昇して

おり，この時期に財政状況がさらに悪化したという事

実と符合しない。なお， を説明変数に含めずに同じ

推計を行っても図 とほぼ同じグラフを得ることがで

きる。また，被説明変数を に代えて同じ推計を

行った場合でも に係るパラメターが 年代に低下

していることを確認できる。

頑健性のチェック

ベースライン推計の結果は非ケインジアン効果仮説

と整合的であった。この結果はどの程度頑健だろうか。

以下， 節では，サンプルを区切って同じ推計を繰

り返すことにより頑健性をチェックする。また 節

では，資産価格変動の県別格差などの代替的な説明を

明示的に考慮したときに推計結果がどの程度変化する

かをみていくことにする。

推計値はほぼこれと同じオーダーである。

サブサンプル推計

前節での推計結果は東京の動きに大きく左右される

可能性がある。実際，東京は全県の中でも が突出

して高く， 年代の消費の落ち込みも他県に比べて大

きかった。前節での推計が東京に引きずられている可

能性は否定できない。そこで表 では東京をサンプル

からはずし，残る 道府県で推計を行っている。そ

の他の点では表 は表 と同じである。表 の推計結

果をみると，多くのパラメター値は表 とほぼ同じ水

準である。特に， ×ダミー変数に係るパラメターを

詳しくみると，定式化 ではマイナス幅が小さく

なり，定式化 では逆にマイナス幅が大きくなっ

ている。しかしマイナス幅の変化はいずれにしても微

小であり，有意水準でみても大きな変化はない。

次に表 と表 では各県を高額納税県と低額納税県

に分類し，サンプルを二分割した上で表 の推計を繰

り返している。具体的には の水準を基準として各

県を上位 ％と下位 ％に分類している。高額納税

県，低額納税県のリストは毎年更新する扱いとしてい

る。表 と表 を比べると， ×ダミー変数に係るパ

ラメターに差異が認められる。まず定式化 につ

いてみると， ×ダミー変数に係るパラメターのマイ

ナス幅は高額納税県の方が全般に大きい（例外は定式

化 で，マイナス幅は低額納税県の方が大きくなっ

ている）。高額納税県でマイナス幅が大きくなるとい

う傾向は定式化 においてより顕著にみられる。

例えば，定式化 では， ×ダミー変数に係るパラ

メターが高額納税県で に対して低額納税県で

は であり，約 倍の開きがある。同様の傾向は

でも認められる。低額納税県ではマイナス幅が

小さくなっているためゼロと有意に異ならないとの結

果になっている。

×ダミー変数に係るパラメターのマイナス幅が高

額納税県で大きいという結果は非ケインジアン効果仮

説と整合的である。税負担が高い県を集めれば，そこ

での限界的な税負担の変化（ の変化）が消費を抑制

する効果は強いはずであり，ここでの結果はこの理論

予測と整合的である。ただし，この結果については別

な解釈も可能である。ひとつの解釈としては，フォワー

ドルッキングに期待所得を計算し消費水準を決める消

費者の割合が高額納税県で高いということが考えられ

る。非ケインジアン効果は消費者が恒常所得に従って

消費水準を決める（つまり流動性制約に直面していな

い）ことを前提にしているが，低額納税県ではそもそ

もこうした消費者の割合が小さく，そのために非ケイ



ンジアン効果が弱く出ていると解釈できる。可処分所

得や財政支出に係るパラメターが低額納税県で大きい

という傾向は低額納税県で流動性制約に直面する消費

者の割合が大きいことを示しており，この解釈の妥当

性を示唆している。

消費の県別分布を決める代替的な要因

地価要因

年代における消費の地域間格差を考える上で

重要な要因は資産価格，特に地価の変動である。

年代後半から 年代初頭にかけての地価上昇は各

県に一律に生じたわけではなく，東京を中心とする都

市部で上昇幅が相対的に大きいという特徴を持ってい

た。 年代における地価バブル崩壊のスケールも都

市部で大きく，このため，地価バブル崩壊が消費に及

ぼすマイナスの影響も都市部で大きかった可能性があ

る。都市部の県は税負担率の高い県でもあるから，

に係るパラメターが図 でみたように 年代に下

落しているのは，単に，都市部における地価下落の大

きさを反映しているにすぎないとも読める。

表 では地価変動要因をコントロールした上でもな

お に係るパラメターが非ケインジアン仮説と整合

的かどうかを調べている。各県の地価を各県の消費者

物価でデフレートした実質地価を と表記し， と

をその他の変数と同じく定義する。各県の名目地

価は国土交通省『都道府県地価調査』の住宅地平均価

格を用いている。名目地価データの始期が 年度

であるため推計期間もそれに合わせてある。

表 の をみると， に係るパラメターは必ず

しも理論予測どおり正になっていない。定式化 と

では正になっており，とりわけ ではゼロから有

意に異なっている。しかし定式化 と では僅かな

がらマイナスとなっており，符合条件が満たされてい

ない。なお， は実質地価の基準県からの乖離率であ

り，各県に共通するバブル要因を除去後の変数である

ことを勘案すれば，必ずしも全てのケースで符合条件

が満たされないことはさほど意外なことではない。

符合条件が満たされている と に注目すると，

×ダミー変数に係るパラメターは引き続きマイナス

であり，符合条件は満たされている。また有意水準も

十分に高い。ただし，表 の対応する係数と比較する

と，マイナス幅は縮小しており，消費格差の少なくと

も一部は地価変動の県別格差によって生じている可能

性を示唆している。

次に をみると，ここでも にかかる係数

が定式化 と でマイナスになっており，理論仮説

と整合的でない。 にかかる係数がプラスの と

についてみると， ×ダミー変数に係るパラメター

は引き続きマイナスであり，有意にゼロと異なってい

る。ただし，ここでも，マイナス幅は表 の対応する

係数に比べると小さくなっていることが確認できる。

図 では図 と同じく， ×各年ダミーを説明変数

として推計し， に係るパラメターの変化を各年別に

調べている。 を説明変数に追加している点を除き推

計方法は図 と同じである。図 をみると， のパラ

メターは 年をピークに低下しており，図 と同

じ傾向が確認できる。ただし，図 では 年代後

半にパラメターが上昇し， 年代前半の下落をほぼ完

全に取り戻しているのに対して，図 では 年代後

半の上昇がそれほど顕著でない点が異なる。

雇用要因

年代における都市部の消費不振の原因のひとつ

として雇用情勢の悪化が挙げられることがある。東京

や大阪を中心とする都市部で企業破綻が多発する一方，

大規模な雇用調整が行われている。これが雇用に関す

る不確実性を高め，その結果，消費者が貯蓄率を高め

ている可能性がある。

表 では雇用要因をコントロールするために，各県

の有効求人倍率を説明変数に加えている。具体的には，

各県の有効求人倍率の逆数を で表し， と

をその他の変数と同じく定義する。各県別有効求人倍

率の始期が 年度であるため推計期間もそれに合わ

せてある。表 の推計結果をみると，有効求人倍率の

逆数に係るパラメターが理論予測どおりマイナスにな

るのは ケース中 ケースのみ（定式化 と ）で

あり，しかも符合条件を満たす ケースも推計値は有

意にゼロと異ならない。この結果を見る限り，雇用環

境の県別格差と消費の県別格差の間に密接な関係は認

められない。また，符合条件を満たす と のケー

スについて ×ダミー変数の係数をみると，マイナ

スで有意水準も高く，表 の対応する推計値との差も

認められない。

おわりに

本稿ではわが国の県別消費データを用いて財政政策

の非ケインジアン効果について検証した。非ケインジ



アン効果仮説によれば，個人消費の県別分布は国の財

政事情に問題がないときには各県の租税負担割合に左

右されない一方，財政状況の悪い時期には租税負担の

高い県の個人消費が他県に比べ低くなるという非線形

性が観察されるはずである。 年度の県別デー

タを用いて推計した結果，財政悪化期に租税負担の高

い県の消費が相対的に低下する傾向が統計的に有意で

あることが確認された。この結果は東京をサンプルか

ら除いても変わらない。また，この傾向は，高額納税

県だけから成るパネルでより強く観察された。さらに，

地価の変動や雇用情勢の変化など県別消費の分布に影

響を及ぼす可能性のあるその他の要因をコントロール

してもこの結果は変わらないことが確認された。



参考文献



付録 データ説明

データの定義と出所は以下のとおりである。データ

のサンプルは基本的に 年度から 年度までの

年間である。ただし，沖縄県についてはデータの制

約から 年度以降のデータを用いている。サンプ

ル期間に例外がある場合は，当該項目にてそれぞれ期

間を明記してある。

名目個人消費支出：名目家計最終消費支出＋名目対家

計民間非営利団体最終消費支出

（出所）

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部地域・特定

勘定課「県民経済計算年報」

旧経済企画庁経済研究所「長期遡及推計 県民経済計

算報告（昭和 年－昭和 年）」

実質個人消費支出：実質家計最終消費支出＋実質対家

計民間非営利団体最終消費支出

ただし，実質化に際して， 年度から 年度

までが 年， 年度以降は 年を基準年と

している。

（出所）

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部地域・特定

勘定課「県民経済計算年報」

旧経済企画庁経済研究所「長期遡及推計 県民経済計

算報告（昭和 年－昭和 年）」

個人消費支出デフレータ：名目家計最終消費支出／実

質家計最終消費支出

個人所得：雇用者所得＋家計の財産所得＋個人企業の

営業所得＋対家計民間非営利団体の財産所得

（出所）

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部地域・特定

勘定課「県民経済計算年報」

旧経済企画庁経済研究所「長期遡及推計 県民経済計

算報告（昭和 年－昭和 年）」

公共投資支出：公的総固定資本形成（一般政府）

ただし， 年度の茨城県については直接デー

タを得ることができないため， 年代における公的

総固定資本形成（一般政府）の公的総固定資本形成（住

宅＋企業設備＋一般政府）に占める平均的な割合を計

算し，それを各年度の公的総固定資本形成（住宅＋企

業設備＋一般政府）に乗じることで便宜的に公的総固

定資本形成（一般政府）を求めている。

（出所）

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部地域・特定

勘定課「県民経済計算年報」

旧経済企画庁経済研究所「長期遡及推計 県民経済計

算報告（昭和 年－昭和 年）」

政府消費支出：政府最終消費支出

（出所）

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部地域・特定

勘定課「県民経済計算年報」

旧経済企画庁経済研究所「長期遡及推計 県民経済計

算報告（昭和 年－昭和 年）」

一般政府の財政支出：公共投資支出＋政府消費支出と

定義

公共投資デフレータ：公的総固定資本形成（一般政府，

年基準）

（出所）

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部企画調査課

「国民経済計算年報」

政府消費支出デフレータ：政府最終消費支出（ 年

基準）

（出所）

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部企画調査課

「国民経済計算年報」

総人口

（出所）

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部地域・特定

勘定課「県民経済計算年報」

旧経済企画庁経済研究所「長期遡及推計 県民経済計

算報告（昭和 年－昭和 年）」

地方債残高：都道府県分の地方債現在高＋市町村分の

地方債現在高

データの期間： 年度 年度

（出所）

総務省自治財政局財務調査課「都道府県決算状況調」，

「市町村別決算状況調」

消費税：徴収決定済消費税（ 年度），「徴収決

定済消費税」と「徴収済消費税および地方消費税」の

合計（ 年度）

データの期間： 年度 年度

（出所）

国税庁長官官房企画課「国税庁統計年報書」

申告所得税：申告所得税課税額（ 年度），徴

収決定済申告所得税額（ 年度）

（出所）

国税庁長官官房企画課「国税庁統計年報書」



源泉所得税：源泉所得税課税額（ 年度），徴

収決定済源泉所得税額（ 年度）

（出所）

国税庁長官官房企画課「国税庁統計年報書」

地価：都道府県，用途別宅地の平均価格のうち，住宅

地の平均価格（円／ ）

データの期間： 年度 年度

（出所）

国土交通省土地・水資源局地価調査課「都道府県地価

調査」

有効求人倍率：有効求人数／有効求職者数

いずれも新規学卒者を除き，パートタイム労働者を

含む。計数はいずれも月平均。

データの期間： 年度 年度

（出所）

厚生労働省職業安定局雇用政策課「労働市場年報」，「職

業安定業務月報」

付録 可処分所得データの作成方法

可処分所得を推計する際の基本的なアイディアと推

計方法について述べる。

ステップ

県民経済計算年報に掲載されている 雇用者所得，

家計の財産所得， 対家計民間非営利団体の財産

所得， 個人企業の営業所得の総和を個人所得と定義

し，これを と表わす。次に家計調査における勤労

者世帯の実収入 ，概念上は県民経済計算におけ

る個人所得とほぼ対応する と可処分所得 を

用いて，県民経済計算における可処分所得 を

次のような計算式によって求める。

この計算式は家計調査における可処分所得と個人所得

の関係が県民経済計算上でも同様に成立しているとの

考えに基づいている。このとき，全国ベースでみた個

人所得は ，個人可処分所得は と

なるので可処分所得・個人所得比率 は，

と書き表わすことができる。

ステップ

ステップ では勤労者世帯とそれ以外の世帯（自営

業者世帯など）の可処分所得・実収入割合が等しいと

いう前提で計算を行っている。しかし，勤労者世帯と

それ以外の世帯の可処分所得・実収入比率が必ずしも

等しいといえるわけではない。また，家計調査ベース

における可処分所得・実収入比率と国民経済計算ベー

スにおける可処分所得・個人所得比率を比較すると，

前者が後者を下回る傾向が見られる。こうした傾向が

生じている原因のひとつには勤労者世帯以外の世帯が

持つ情報を見落としてしまっているところにある。そ

こで，ステップ では国民経済計算ベースにおける個

人所得 と可処分所得 のデータを用い

てステップ で求めた計数の修正を行う。

国民経済計算ベースにおける個人所得（雇用者所得＋

家計の財産所得＋個人企業の営業所得＋対家計民間非

営利団体の財産所得）と可処分所得（家計可処分所得＋

対家計民間非営利団体可処分所得）から可処分所得・

個人所得比率を次のように書くことができる。

ステップ

次に今求めた可処分所得・所得比率 を家計調査ベー

スにおける可処分所得・実収入比率 で除して求めら

れる調整値（これは国民経済計算ベースでの比率が家

計調査ベースの比率と比べ相対的にどのくらい高いの

かを示すものである）をステップ で計算された可処

分所得 に乗じる。このとき，各県に乗じる調整

値は全国どの県においても一律で等しいものと仮定す

る。具体的な計算式は次のとおりである。

右辺の第 項が調整値を示している。ステップ で

求めれらた（修整前）可処分所得 に調整値を乗

じることでステップ で欠落していた勤労者世帯以外

の要因を捕捉しようとするものである。

このような方法により各年度における各県ごとの名

目可処分所得を計算する。個人消費デフレータを用い

て名目値を実質化したあと，県の人口で除し県民 人

あたりの可処分所得を求める。



付録 負担比率データの作成方法

節で説明される負担比率（ ）の作成方法につ

いて述べる。消費者と深い関係にある国税は大きく消

費課税と所得課税の つからなる。消費課税としては

消費税が挙げられる一方，所得課税としては自営業者

や農林漁業従事者などを対象に課せられる申告所得税

と給与所得者を対象に課せられる源泉所得税の つが

挙げられる。

この他に企業所得に課せられる法人税も国税のなか

では重要な税目のうちのひとつである。仮に法人税が

増税される場合，その増税分の一部は価格転嫁という

形で消費者に影響が及んでくることや給与の削減とい

う形で家計に影響が及んでくることも考えられる。し

たがって，本来であれば法人税も消費税や所得税と一

緒に取り扱う必要がある。しかし，法人税増税による

価格転嫁が各県にどのような経路で影響が及んでくる

かは明確に特定化することができないなど容易に解決

できない問題が少なくない。

また別な視点にたてば，有能な企業経営者は家計へ

の価格転嫁や給与削減といった姑息な方法ではなく，

着実で忠実な事業運営によって対応していく。もしそ

うであれば，家計への影響はごく軽微なものと考える

こともできる。国税負担額がそれぞれの県で明確に識

別されることが非常に重要である本稿の分析内容から

すれば，法人税を入れて考えることは望ましいことで

はない。このため，以下では法人税を考慮に入れない

ことにする。

各県の消費税徴収額を ，申告所得税徴収額を ，

源泉所得税徴収額を とするとき，全国ベースにお

ける消費税徴収額は ，申告所得税徴収額は

，源泉所得税徴収額は と書ける。

これら 税の県別内訳は，国税庁長官官房企画課「国

税庁統計年報書」から得ることができる。

ここでこの資料における重要な特徴として，東京都

と大阪府における消費税と源泉所得税が他県と比べき

わめて突出している点があげられる。これは居住地ベー

スではなく従業地ベースで計数が作成されているため

である。つまり，東京都や大阪府は近県からの従業者

が非常に多く，そうした人々の（勤労）所得や消費に

関わる税は東京都や大阪府が徴収したとして計上され

ている。こうした状態のままで計数を用いることは各

県の税負担がきわめて重要な意味を持つ本稿の分析内

容からすると好ましくないので，東京都と大阪府の税

額については一定の基準を設けて按分する。東京都の

税額分は茨城県，埼玉県，千葉県，神奈川県の 県を

対象とし，大阪府については京都府，兵庫県，奈良県

の 県を対象とする。

消費税の調整

消費税額は各県の名目家計消費額を基準として各県

に按分する。按分方法は東京都の場合も大阪府の場合

も同じなので，ここでは東京都を例にして消費税額の

按分方法について述べる。各県の名目家計消費額を

（ ：東京都，茨城県，埼玉県，千葉県，神奈川県），

県の消費合計額を ，東京都の消費税額を と

表すとき，各県の消費税額は

となる。

源泉所得税の調整

国税庁が発表している源泉所得税額は会社の所在地

の県の計数としてカウントされる。たとえば自宅が神

奈川県で勤め先が東京都というような場合では，所得

税額は神奈川県ではなく，東京都の計数にカウントさ

れる。この問題を解決するために，勤め先の県で課税

された額を居住地の県で課税されたものとして調整す

る必要がある。以下では国勢調査における従業地者数

と居住地者数を按分するための基準データとして活用

し，大阪府と東京都の源泉所得税を調整する。ここで

は東京都を例にした調整方法について述べる。

国勢調査では常住地での従業者数や他県からの従業

者数が何人いるのかを知ることができる。ここで， 県

を居住地とし 県を従業地とする人々の数を と表

わすものとする。このとき，居住地と従業地のいずれ

もが東京都である人々の数は ，他県を居住地とし

ながら東京都で働いている人々の数は （該当県は

茨城県，埼玉県，千葉県，神奈川県の 県）と書くこ

とができる。また茨城県，埼玉県，千葉県，神奈川県

から東京都へ勤めに来る人々の数と東京都を居住地・

就業地としている人々の数の合計人数が であるす

る。このとき，次のような関係が成り立つ。

東京都の源泉所得税が 人から徴収されていると考

えると，源泉所得税は各県の人数割合によって振り分

けることが可能となる。ただし，どの県も平均的に同

額の税金を支払っているとする。各県の人数構成割合

は上の式の両辺を で除したときの右辺の各項であ

る。この各県の人口構成割合を用いて東京都の源泉所

得税を振り分ける。



国勢調査は 年に 度のペースで実施されているた

め，常住地による従業者数や東京都での従業者数のデー

タは 年ごとにしか得ることができない。このため，

その間の年については毎年同じ変化率で増減している

という仮定のもとでデータの補間を行っている。参考

のために従業者の出身県別割合を示すと， 年の国

勢調査のデータでは東京都が ，茨城県が ，

埼玉県が ，千葉県が ，神奈川県が で

ある。また， 年のデータでは東京都が ，茨

城県が ，埼玉県が ，千葉県が ，神奈

川県が である。一方，大阪については 年

のデータで大阪府が ，京都府が ，兵庫県が

，奈良県が である。 年のデータでは

大阪府が ，京都府が ，兵庫県が ，奈

良県が となっている。

いま，東京都の源泉所得税額が であるとする。

各県に按分される源泉所得税は次式の右辺における各

項である。

右辺は東京都が徴収した源泉所得税額の内訳を示し

ている。そのうち，第 項は東京都の源泉所得税額を

表わし，以下は続いて第 項が茨城県の源泉所得税額，

第 項が埼玉県の源泉所得税額，第 項が千葉県の源

泉所得税額，最後の第 項が神奈川県の源泉所得税額

となる。

負担比率の計算

県の負担比率 を次のように定義する。

年度 年度

年度 年度



表 ベースライン推計

被説明変数 被説明変数

定式化 の被説明変数は である。推計期間は 年度 年度である。操作変数は，定式化 では ， ， ， ，

， ， ， ， であり，定式化 では ， ， ， ， ， ， ， ， ， ， ，

である。

定式化 の被説明変数は である。推計期間は 年度 年度である。操作変数は，定式化 では ， ， ， ，

， ， ， ， であり，定式化 では ， ， ， ， ， ， ， ， ， ， ，

である。

は 年度 年度， 年度 年度に をとり，それ以外の年度にゼロをとるダミー変数である。また， は 年度 年

度， 年度 年度， 年度 年度に をとり，それ以外の年度にゼロをとるダミー変数である。

括弧内の数値は の方法による標準誤差である。 ， ， は，それぞれ ， ， の有意水準を表す。



表 東京を除くサンプル

被説明変数 被説明変数

定式化 の被説明変数は である。推計期間は 年度 年度である。操作変数は，定式化 では ， ， ， ，

， ， ， ， であり，定式化 では ， ， ， ， ， ， ， ， ， ， ，

である。

定式化 の被説明変数は である。推計期間は 年度 年度である。操作変数は，定式化 では ， ， ， ，

， ， ， ， であり，定式化 では ， ， ， ， ， ， ， ， ， ， ，

である。

は 年度 年度， 年度 年度に をとり，それ以外の年度にゼロをとるダミー変数である。また， は 年度 年

度， 年度 年度， 年度 年度に をとり，それ以外の年度にゼロをとるダミー変数である。

括弧内の数値は の方法による標準誤差である。 ， ， は，それぞれ ， ， の有意水準を表す。



表 高額納税県

被説明変数 被説明変数

各年の税負担比率の上位 を高額納税県としている。高額納税県のリストは毎年更新する。

定式化 の被説明変数は である。推計期間は 年度 年度である。操作変数は，定式化 では ， ， ， ，

， ， ， ， であり，定式化 では ， ， ， ， ， ， ， ， ， ， ，

である。

定式化 の被説明変数は である。推計期間は 年度 年度である。操作変数は，定式化 では ， ， ， ，

， ， ， ， であり，定式化 では ， ， ， ， ， ， ， ， ， ， ，

である。

は 年度 年度， 年度 年度に をとり，それ以外の年度にゼロをとるダミー変数である。また， は 年度 年

度， 年度 年度， 年度 年度に をとり，それ以外の年度にゼロをとるダミー変数である。

括弧内の数値は の方法による標準誤差である。 ， ， は，それぞれ ， ， の有意水準を表す。



表 低額納税県

被説明変数 被説明変数

各年における税負担比率の下位 を低額納税県としている。低額納税県のリストは毎年更新する。

定式化 の被説明変数は である。推計期間は 年度 年度である。操作変数は，定式化 では ， ， ， ，

， ， ， ， であり，定式化 では ， ， ， ， ， ， ， ， ， ， ，

である。

定式化 の被説明変数は である。推計期間は 年度 年度である。操作変数は，定式化 では ， ， ， ，

， ， ， ， であり，定式化 では ， ， ， ， ， ， ， ， ， ， ，

である。

は 年度 年度， 年度 年度に をとり，それ以外の年度にゼロをとるダミー変数である。また， は 年度 年

度， 年度 年度， 年度 年度に をとり，それ以外の年度にゼロをとるダミー変数である。

括弧内の数値は の方法による標準誤差である。 ， ， は，それぞれ ， ， の有意水準を表す。



表 地価要因

被説明変数 被説明変数

定式化 の被説明変数は である。推計期間は 年度 年度である。操作変数は，定式化 では ， ， ， ，

， ， ， ， ， であり，定式化 では ， ， ， ， ， ， ， ， ， ， ，

， である。

定式化 の被説明変数は である。推計期間は 年度 年度である。操作変数は，定式化 では ， ， ， ，

， ， ， ， ， であり，定式化 では ， ， ， ， ， ， ， ， ， ， ，

， である。

は 年度 年度， 年度 年度に をとり，それ以外の年度にゼロをとるダミー変数である。また， は 年度 年

度， 年度 年度， 年度 年度に をとり，それ以外の年度にゼロをとるダミー変数である。

括弧内の数値は の方法による標準誤差である。 ， ， は，それぞれ ， ， の有意水準を表す。



表 雇用要因

被説明変数 被説明変数

定式化 の被説明変数は である。推計期間は 年度 年度である。操作変数は，定式化 では ， ， ， ，

， ， ， ， ， ， ， であり，定式化 では ， ， ， ， ， ， ， ， ，

， ， ， ， ， ，である。

定式化 の被説明変数は である。推計期間は 年度 年度である。操作変数は，定式化 では ， ， ， ，

， ， ， ， ， ， ， であり，定式化 では ， ， ， ， ， ， ， ， ，

， ， ， ， ， である。

は 年度 年度， 年度 年度に をとり，それ以外の年度にゼロをとるダミー変数である。また， は 年度 年

度， 年度 年度， 年度 年度に をとり，それ以外の年度にゼロをとるダミー変数である。

括弧内の数値は の方法による標準誤差である。 ， ， は，それぞれ ， ， の有意水準を表す。



図１　個人消費の県別分布（1980年度）
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図２　個人消費の県別分布（1998年度）
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図３　γθ の推計値（ベースライン推計）
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図４　γθ の推計値（地価要因を含む定式化）
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図５　γθ の推計値（雇用要因を含む定式化）
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